
 

 

平成１７年６月２９日 

消 防 庁 

 
東海地震に係る地震防災応急計画の作成状況調査 

 
１ 調査概要 
大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年６月 15 日法律第 73 号）第７条の規定に基づく地震防

災応急計画及び第８条の規定に基づく地震防災規程の平成17年４月１日現在における届出状況

について、同法第３条に基づき指定された地震防災対策強化地域内の施設等ごとに調査を実施

しました。 

 

２ 調査結果 

（１） 計画作成状況（昨年調査結果との比較） 

作成対象総数は 90,346 件で、昨年より 2,630 件の増加。届出総数は 71,427 件で昨年より

2,109 件の増加となり、届出率は昨年より 0.1 ポイント増加し、過去 10 年間で最高の 79.1％

となりました（別表 1参照）。 

（２） 各都府県別計画作成状況（昨年調査結果との比較・別表２参照） 

（３） 消防関係計画・規程の作成状況 

 

消防関係計画・規程数    ６８，６７６件 [８７，４２６件] ･･･････７８．６％ 

（内訳）  消防計画     ６２，１３１件 [８０，７２０件] ･･･････７７．０％ 

         予防規程      ６，４７４件  [６，６３３件] ･･･････９７．６％ 

         防災規程         ７１件    〔７３件〕･･･････９７．３％ 

                     ※〔   〕内作成対象数に対する作成数の割合 

作成対象総数・届出総数・届出率の比較 

調査時点 作成対象施設総数(件) 届出総数(件) 届出率（％） 

（今 回） 

平成 17 年４月１日 
９０，３４６ ７１，４２７ ７９．１ 

（前 回） 

平成 16 年４月 1日 
８７，７１６ ６９，３１８ ７９．０ 

増 減    ２，６３０     ２，１０９ ０．１ 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/050629-b.pdf
http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/050629-b2.pdf


３ 今後の対応 
作成対象施設等のうち、劇場・百貨店等及び複合用途においては届出率が 80％に達しておら

ず、その他の施設等においても、本来作成率は 100％とする必要があることから、引き続き地震

防災応急計画及び第８条の規程に基づく地震防災規程作成の推進を図るため、今後とも各都県、

消防本部等を通じて作成を強く働きかけていきます。 

 

【参考】地震防災対策強化地域を含む都県 

東京都、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

※ 従来地域：昭和 53 年指定、6県、167 市町村 

    追加地域：平成 14 年 4 月 24 日、追加指定地域 5都県、96 市町村 計 8 都県、263 市町村 

（平成17年 4月 1日現在、市町村合併により213市町村） 
 

 


